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施行期日

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 及び
次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律の概要（令和６年法律第42号、令和６年５月31日公布）

男女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充、
育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大や次世代育成支援対策の推進・強化、介護離職防止のための仕事と介護の両
立支援制度の強化等の措置を講ずる。

令和７年４月１日（ただし、２③は公布日、１①及び⑤は令和７年10月１日）

１．子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充【育児・介護休業法】
① ３歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を講じ
（※）、労働者が選択して利用できるようにすることを義務付ける。また、当該措置の個別の周知・意向確認を義務付ける。
※ 始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、労働者が就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与、その他働きながら子を養育
しやすくするための措置のうち事業主が２つを選択

② 所定外労働の制限 (残業免除) の対象となる労働者の範囲を、小学校就学前の子 (現行は３歳になるまでの子) を養育する労働者に

拡大する。
③ 子の看護休暇を子の行事参加等の場合も取得可能とし、対象となる子の範囲を小学校３年生（現行は小学校就学前）まで拡大するとともに、

勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。
④ ３歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。

⑤ 妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取・配慮を事業主に義務付ける。

２．育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化 【育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法】

① 育児休業の取得状況の公表義務の対象を、常時雇用する労働者数が300人超（現行1,000人超）の事業主に拡大する。

② 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得状況等に係る状況把握･数値目標の設定を事業主に義務付ける。

③ 次世代育成支援対策推進法の有効期限（現行は令和７年３月31日まで）を令和17年３月31日まで、10年間延長する。

３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等【育児・介護休業法】
① 労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支援制度等について個別の周知・意向確認を行うことを事業主に義務付ける。
② 労働者等への両立支援制度等に関する早期の情報提供や、雇用環境の整備（労働者への研修等）を事業主に義務付ける。

③ 介護休暇について、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。
④ 家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。 等

改正の概要

改正の趣旨

このほか、平成24年の他法の改正に伴い整備する必要があった地方公営企業法第39条第６項について規定の修正等を行う。

※緑枠箇所が今回の省令・告示改正関係個所 40



子の年齢に応じた両立支援に対するニーズへの対応

：現行の努力義務：見直し：現行の権利・措置義務

育児休業、又はそれに準ずる措置

出生 １歳 ３歳 就学２歳

短時間勤務制度

○1日６時間とする措置。
（※）様々なニーズに対応するため、 1日６時間

を必置とした上で、他の勤務時間も併せて
設定することを促す。

○労使協定により、短時間勤務が困難な業務に
従事する船員を適用除外とする場合の代替措
置
・育児休業に関する制度に準じる措置

・保育施設の設置運営等の便宜の供与

・【短期間航海船舶に乗り組ませること等の措置】

深夜業の制限

子の看護休暇

就学以降

に延長

（小学校３年

生まで）

取得事由等の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式及び卒園式を追加）、

「子の看護等休暇」に名称変更、勤続６か月未満の船員の労使協定除外の仕組みの廃止

育児目的休暇 育児目的休暇

改正の趣旨

子の年齢に応じてフルタイムで残業をしない働き方やフルタイムで柔軟な働き方を希望する割合が高くなっていくこと（女性・正社員）など
から、男女とも希望に応じて仕事・キャリア形成と育児を両立できるようにしていく必要がある。

見直し内容

【陸上勤務】を追加

出生時育児休業

（産後パパ育休）

【短期間航海船舶に乗り組ませること等】

【陸上勤務】（努力義務）

育児休業

柔軟な働き方を実現するための措置

○事業主は、

・短期間航海等

・陸上勤務

・養育両立支援休暇付与(10日/年)

・短時間勤務制度

・国交省令で定めるもの

の中から２以上の制度を選択して措置する義務。
船員は事業主が措置した事項の中から１つを選択

※措置の際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける

※３歳になるまでの適切な時期に面談 等

フルタイムでの

柔軟な働き方

R7.４施行済

R7.１０施行

指針事項

省令事項

省令事項
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柔軟な働き方を実現するための措置

３歳 就学

柔軟な働き方を実現するための措置

○事業主は、

・ 短期間航海等

・ 陸上勤務

・ 養育両立支援休暇付与(10日/年)

・ 短時間勤務制度

・ 国交省令で定めるもの

の中から２以上の制度を選択して措置

する義務。

船員は事業主が措置した事項の中から１つを

選択

※措置の際、過半数組合等からの意見聴取の

機会を設ける

※３歳になるまでの適切な時期に面談 等

事業主が選択して措置する制度として、法に定める措置(陸上勤務等)のほか、以下を定める。

①子の養育に必要な日常生活における家事支援の措置
・日常の家事負担軽減を目的とした支援を行うこととする。（③を除く。）
例、家事使用人の手配等の支援金支給、食材宅配サービスの利用に係る支援 等

②船員の希望を勘案した補償休日の便宜の供与の措置
・補償休日を付与する際、子の夏休みや入園式・入学式など船員が希望する
時期を踏まえて行うこととする。

③保育施設の設置運営及びその他これに準ずる便宜の供与の措置
・（１）～（３）のいずれかの内容とする。
（１）事業主自ら又は他の事業主に委託して、保育施設の設置運営を行う
（２）船員から委任を受けて、ベビーシッターの手配と費用負担を行う
（３）船員自ら手配するベビーシッターに係る費用負担を行う

省令事項

R7.１０施行

１年につき連続した３０日以上の日数（※）の陸上勤務を行える環境を整備すること

※「３０日以上」は労使双方にとって、ごく短い短期間での陸上勤務は現実的に困難であることを考慮した目安。
陸上勤務の措置を希望する船員の希望を考慮した上で、より短期間の設定を行うことも可。

省令事項

指針事項
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「個別の意向の聴取」について

その他の改正事項

省令事項

その他所要の改正

仕事と育児の両立に関する事業主の個別の意向の聴取については、法の規定による聴取の他、育児休業後の
復帰時や、船員から申出があった際等においても、聴取することが望ましいものであることを定めることとする。

育児期に仕事と育児の両立に係る状況や、キャリア形成に対する考え方等が変化する場合があることを踏まえ、
法の規定による面談等の他、妊娠・出産等の申出時や、育児休業後の復帰時、所定労働時間の短縮措置や、柔軟
な働き方を実現するための措置の利用期間中においても、定期的な面談等を実施することが望ましいものであることを定めることとする。

法改正に合わせ用語の改正、条ずれ対応など

「個別の意向の聴取と配慮」について

指針事項

「育児期の定期的な面談」について

その他所要の改正

妊娠・出産の申出時や３歳になる前の時期の、仕事と育児の両立に関する事業主の個別の意向聴取などに関し、省令において定めることとさ
れている内容・方法等について定めることとする。

法改正に合わせ用語の改正、条ずれ対応など

出生 １歳 ３歳２歳

育児休業制度の個別周知・
意向確認

柔軟な働き方を実現するための措置
に関する個別の周知・意向確認

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取

１歳１１か月 ２歳１１か月妊娠・出産の申出時
３歳になる前の時期

※現行の措置

方法内容

以下のいずれか。
①面談
（オンライン可）
②書面交付
③FAX
④電子メール 等
※③④は船員が希
望した場合のみ

① 事業主が行う柔軟な働き方を実現する
ために選択した措置（２つ以上）の内容

② 当該措置の申出先（例：人事部など）
③ 深夜業の制限に関する制度

周知・
意向確認

① 始業・終業時刻
② 就業場所
③ 子の養育に関する制度又は措置の利用
期間 等

意向聴取
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